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この論点は貴

重ではあるが，今日の時点からすれば，第4次総

選挙以降の会議派の一党支配の崩壊のもとで，財

政の中央集権化に変化の兆候は現れているか，

ってもたらされたものである位わ。問題の所在
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その後のインディラ・ガンディ｝政権の

もとで顕著な政治的次元での中央集権化が，財政

面でも何らかの形で観察されるものなのか，

が改めて検討されねばならないだろう。

など

るいは，

また5カ年計画の実施が財政の中央集権化を招

いたという論点も， 1960年代末以降の， ガドギル

方式（後述第E節参照〉の導入などによる計画財源

の州への移転制度の変化を念頭に入れたうえで，

これまた改めて具体的な内容を提示しつつ再検討

インド国民会議派の一党支配の終駕とともに，

州自治権強化の要求は，今日のインドにおける最

も重要な政治的争点のひとつとなっている。イン

ド独立後の政治史のなかで，今日の状況に至る起

点となったのは，周知のように， 1967年の第4次

総選挙における国民会議派の後退であった。

問題の所在I 

その時々のする必要があろう。時代を隔てても，それ以降，州の行財政権限を拡大する要求は，

の野党州政権の存在に現実的根拠をおきながら，

連邦制度の基本的枠組を，州自治権強化の方向へ

転換することを訴えてきた。

しかし， 1960年代後半と今日とでは，州自治権

要求を生み出した前提としての中央・外｜財政関係

の現実そのものが大きく変化している。インドの

中央・州財政関係に焦点をあてた日本での研究と

して，今日でも唯一といってよい浜禍哲雄氏の労

中央・州財政関係へのインドにおける批判が，常

に財政の中央集権化と地域間〈州問，州内）経済格

差の拡大という 2点に集中してきていることから

も，改めて今日的状況を点検する作業が必要とさ

タミルナドゥ1-liなどケーララ1-li,西ベンガル州，

いうまで

れている。

さて，州自治権の財政的基盤強化は，

もなく州財政権限の拡大にあるが， インドにおい

て実際に採用されてきたのは，権限の再配分とい

うよりは，むしろ中央から州への財政移転（finan-

cial transfer，もしくは budgetarytransfer）＜注3）の

とりわけ州間格差是量的拡大L 移転の制度化，

正のための州間配分基準の手直しであった。

この1960年代後半の州自治権論の拾頭

を背景に執筆されたが，氏はそのなかで，財政の

中央集権化を中央・州財政関係の緊張の原因とし

インド財政の中央集権化は，

作は〈注I),

量的拡大は中央と州との配分比の修正という意

味で，霊宜的財故調整をめざすものであり，舛欄
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氏によれ

ば，会議派の一党支記と 5ヵ年計画の実施とにま
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配分基準の手直しは，異なった経済発展水準にあ

る州聞の水平的財政調整をめざすものである。浜

？両氏の指摘するように，インドにおける財政移転

とは，この二つの機能を同時に遂行する制度であ

る〈注り。

したがって， 1960年代後半以降のいわゆるイン

デ、ィラ・ガンデ、ィ一期の連邦財政における中央集

権化と地域（州問，州内〉格差の進行という批判の

内容と，その根拠を確認するためには，中央から

州への財政移転に焦点をあてることがどうしても

必要となってくる。

本稿はこのような観点から， 1972年から84年

〈財政年度としては72/73～84/85と表記される〕の聞の

中央から外｜への財政移転を，インド準備銀行の資

料惟りにもとづいて分析する。この期間を対象と

するのは， 財政統計の連続性が， 1971/72年度と

72/73年度の聞で切れているためであると同時に，

インディラ・ガンデ、ィ一政権期の動向を見るのに

適当であるからである。

以下，本稿の論点を節別構成と関係づけながら

紹介しておこう。

第1に連邦財政制度の中央集権化という批判と

関連して，中央と州の聞での財源配分が，財政移

転の効果を含めて検討されねばならない。この点

では，あるいは本稿全体としても，中央財政その

ものの分析抜きに結論は下せない問題領域が多々

あるが，本稿では，検討の対象外とせざるをえな

い。本節に続く第E節において，国家財政全体に

占める州財政の比重を量的に確認することによっ

て，中央・州間の財源配分の当該期聞における変

化が検討される。

第2に，財政移転の具体的な形態と，それぞれ

の形態のもつ制度的特徴が，垂直的・水平的調整

機能との関連で明らかにされる必要がある。また

インド財政における中央・州関係(I)

財政移転の量的拡大が，州の行財政権限の拡大と

結びついているのか，あるいは，その縮小ないし

州の中央に対する行財政面での従属化をもたらし

ているのかといった質的な側面を検討しなければ

ならない。

本稿の主要な部分は，この第2の問題の解明に

あてられるが，接近の方法としては，まず中央と

州総体との関係を扱い，そののちに州別の財政移

転の特徴を全体としての中央・州関係の枠組のな

かで明らかにする。

第皿節においては第1の接近方法によって，財

政移転の形態別特徴，行財政権限への影響が，中

央対州総体の関係として論じられる。それを前提

として，第N節（本誌次号〉では，ナト｜閉経済格差と

財政移転の諸形態との関連（水平的調整機能）が論

じられるほか，特に州間の歳出構造の援による中

央政府との財政関係の現れ方の違いが分析され

る。財政移転と州間格差の問題については，従来

の研究は，格差縮小のための新たな配分基準の政

策的提言や，州別の財政カ格差と財政移転の関係

に比較的力点をおいてきたように思われる惟的。

本稿では，むしろ州の歳出構造を重視し，歳出構

造も含む全体としての州財政構造が，各州に対す

る中央からの財政移転のあり方を規定するという

観点を強く打ち出している。

ぐ注1) 浜渦哲雄「インドにおける中央と州の財政

関係JC『アジ7研究』第16巻第3号 1969年10月）52～

83ページ。

（注2) 向上論文 66ページ。

（注3) 社会保障費などのいわゆる移転（transfer)

支出との混同を避けるために，厳密には財政資金の移

転と表現すべきであろうが，本稿で扱うテーマはご〈

限定されているので簡略な表現を用いている。

（注4）浜渦前掲論文 68ページ。

（注5〕 Reserve Bank of India Bulletinに毎年

1回所収の“Financesof State Governments，，の記

3 



事および統計である（以下R.BIB,1984年8月等とし

て引用）。利用する数値は，すべて決算値である。

（注6) ィγ ドの研究者のなかでは， トリヴァ γ ド

ラムの開発研究セソFーの1・S・グラティおよびK

•K ・ジョージ両氏が，この問題を系統的かつ実証的

に分析している3 両氏の共同ts:.し、し単独論文には以下

のものがある。

Gulati, I. S.; K. K. George，“Inter-State Re-

distribution through Budgetary Transfers，＇’ Eco-

nomic and Political Weekly，第13巻第11号， 1978年

3月18日， 523～528ページ（以下GGlとして引用）／

George, K. K.; I. S. Gulati，“Centre-State Re-

source Transfers, 1951-84: An Appraisal，＇’ Eco・

nomic and Political Weekly，第20巻第7号， 1985年

2月16日， 287～295ページ（以下GG2として引用〉／

Gulati, I. S.; K. K. George，“Central Inroads 

into State Subjects: An Analysis of Economic 

Services，＇’ Economic and Political IV eekly，第20

巻第14号， 1985年4月6日， 592～印3ページ（以下

GG3として引用）／George,K. K.，“Discretionary 

Budgetary Transfers: A Review，＇’Econo押・iicand 

Political Weekly，第21巻第46号， 1986年11月15日，

1993～1998ページ（以下 GG4として引用〕／Gulati,

I. S.; K. K. George，“Eighth Finance Commis-

sion’s Award, Lessons We Can Now Draw，＇’ 

Economic and Political Weekか． 第22巻第30号，

1987年7月25日， 1240～1247ページ（以下 GG5とし

て引用）。

その他利用した文献は以下適宜引用するが．上記諮

論文の数点を含む関連論文が，最近次の形で再録出版

されている。 Gulati,I. S.編， Centre-StateBudg-

etary Transfers，ボンベイ， SameekshaTrust, 

Oxford University Press, 1987年。

なおパキスタ Yについて，連邦とl'-i'I(province）聞

の財源配分を論じたものに， Choudhary,Mohammad 

Khairat，“Some Aspects of Fiscal Federalism 

in Pakistan，” Kashmir Economic Rcui目U，第2巻

第2号， 1985年7・12月， 21～40ページがある。この

論文は，本稿の第ILIII節に対応する問題を扱ってい

る。
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II 中央と州の財政規模

国家財政の中央集権化を検討する前提として，

州政府の歳入・歳出が国家財政に占める比率をと

りあげてみよう。こうした試みは，第l次～第6

次計画期にわたって，すでに GG2論文によって

行なわれている（第l表）。

これによれば，財政移転前における州歳入の占

める比率は，わずかながらではあるが長期的に低

下しており，とりわけ資本受取において低下が著

しい。中央から州への財政移転は，経常収入にお

いて州が中央をうわまわる効果をもたらすが，投

資的経費をまかなう資本受取においては，いぜん

として中央の比率が高く，しかもその傾向は強ま

っている（州財政の誇勘定とその規模については，第

童書1図 州財政の構成（実額ば1984/85年度の事例〉

（単位：億ルピー〉

歳入 歳出

m 連邦
州税収

税

続常 開発芝l引

p NP 
非税
税

非税
（計画

（非計画支出）収 人 支出）
人 ら

1,226 収人 622 1,376 455 585 

（出所） &sen;暗 Bankof India Bulletin，第40巻
第11号， 1986年11月より作成。

（注） 1）開発支出には地方団体への交付金も含む。
2)Pは7f;意ルピー。 3）貸付を含む。 4)Pは1億yレピ

一。



ィνV財政における中央・:i'H関係（ I) 

第1豪国家歳入〈中央と外｜〉に占めるfH歳入の比率

（%〉

各計画期 m 防相期｜ N V VI 

襲噌
44 42 33 34 34 35 37 
22 21 19 17 21 21 20 

に占める 38 34 28 30 30 31 32 

入にめ自め
56 57 47 51 54 54 58 

取にに占 める
55 42 45 38 42 36 37 
56 51 47 46 50 47 52 

（出所） George, K. K.; I. S. Gulati，“Centre-State Resource Transfers, 1951-84, An Appraisal，＇’ Economic 
and Political Weekly，第20巻第7号， 1985年2月16日， 288ページ。

第2霊長国家財政に占める州財政の比率 （%〉

総合収支一一

｜ 経常収入｜ 一一｜ 資本師十 資抑 ｜ 

玲阿南伊｜市F了平和｜噌列胃前｜幣｜ (1，側万ルピー）←

中央｜ 州

1972r3 
35. 7 51. 8 49.1 55.6 28.8 12.3 47.5 -869 414 

1973 74 37.2 52.3 51. 7 57.4 25.5 40.5, 24. 1 38.4 -328 -225 
1974 75 36.0 49.5 48.0 54.4 28.2 39. 7 I 26.3 36.1 -721 -10 
1975 76 35. 7 49. 6 46.0 52.2 24.9 35.6 29.8 37.0 -366 74 

1976/77 37.0 50.8 44.7 51. 8 22.9 34.1 31. 9 41. 3 -131 50 
1977/78 36.2 50.4 44.4 52.8 21.1 36.4 29.2 42.0 -933 -230 
1978?9 36.4 50.9 43.7 53.9 24.0 42. 6 20.6 44.4 -1, 506 1,009 
1979 80 36.5 54.6 46.6 53.6 23.1 41. 1 32. 1 50.0 -2,433 -188 

"'T 
38.4 55.9 47.0 54.0 24.3 37.2 35.9 47.2 -2,577 -897 

1981 82 37. 7 54. 2 48.9 55.2 23. 7 37.5 34.l 47.5 -1,391 -1,021 
1982 83 37. 7 53.9 47.9 54.6 20. 1 35.0 27.7 43.8 -l:655 -820 1983 84 36.3 51. 2 44.9 51. 5 20.2 33.8 22.7 39.9 - 418 227 
1984 85 37.0 52.9 47.3 53. 7 2・!. 4 38.0 25.9 42.8 248 -1,443 

（出所） Reserve Bank of India, Report on Currency and Finance, Vol. ll, Statistical Statements，ボンベ

イ，各年度版より算出。
（注） (1) （州経常収入一連邦税分与補助金）／（中央と外！の経常収入ー補助金一州の利子支払） xlOO.。
(2) 州経常収入／中央と州の経常収入×100。

(3) （州経常支出一補助金）／（中央と州の経常支出←補助金一州の利子力ム〕×100。
(4) （升lの経常支出一利子支払〕／（中央と州の経常支出ー補助金一州の利子支払） xlOO。
(5) （州、lの資本受取一中央の貸付〉／（中央と州の資本受取一中央の貸付ーチMの元本返済） xlOO。
(6) 州の資本受取／中央と州の資本受取×100。

(7) （州の資本支払一中央の貸付〉／（中央と州の資本受取一中央の貸付ー州の元本返済〉×100。
(8) （州の資本支払一州の元本返済〉／（中央と州の資本受取一中央の貸付一州の元本返済〕×100。

1図を参照）。 しかしGG2論文の計算方法につい

ては，州による中央への利子支払，元本返済，ま

た歳出における補助金部分の2重計算の問題など

について詳細な説明がない。第2表は独自に対象

時期に関して，上記の数点を考慮して算出した率

である。

まず経常収入については，税収，非税収入の徴

税主体別にみた州税収の比率は第1表と同様，こ

の期間にやや高まっている。連邦税の分与と補助

金を含めたのちの州、｜経常収入の比率も，とりわけ

第7次財政委員会の勧告が実施された 1979/80年

度以降， 54～55~］;j;に近い水準に達している。しか

し，勧告の有効期間である 5年の聞に，州の経常

収入比率は徐々に下がるのであって，財政委員会

の存在が，国家財政全体に占める州財政の比重を

維持するのに役立つているといえる（なお次節Eで

ラ



もこの点について論ずる）。

経常支出については，中央と州の経常支出に

は，それぞれ中央の補助金支出と州の利子支払が

含まれ，さらに両者が相手方の支出の財源となっ

ているために，経常支出を単純に加算することは

2重計算となる位 1）。したがって経常支出総額は

第2表の注（3）に示した分母によって示されている

（資本支払についても貸付と元本返済が向じような関係

にある〕。これによって計算を行なえば，外！の経常

支出比率は経常収入の場合より変化が激しいが，

移転前で44～48fi;:程度，移転後で51～65ft程度が

通常の水準である。経常支出についても，ほぽ経

常収入に準じた変動の波がみられる。

資本勘定については，すでに GG2論文が示し

たように経常勘定に比して中央政府の占める比重

が圧倒的である。いかに投資的財源を中央政府が

占有しているかが明らかになる。本来，州の独自

の借入のようにみえるものも，中央による一括公

債が各州に配分されるのであり，借入に関する州

の権限は限られたものでしかない位2）。その他に

さらに州は中央からの貸付を受けるのであるか

ら，州政府の資本市場への係わりはきわめて間接

的なものである〈州の中央に対する債務についても次

節で再度論じよう）。

第2表が示すように，移転前の州の資本受取

く市場借入，生命保険公社からの借入，全国農業信用基

金，全国協同組合開発公社などからの借入が主たるもの）

はわずか2割台であり，明らかに低下傾向にあ

る。中央政府の貸付により，資本勘定上，州の受

取額は全体の4割に近づくが，別途，元本を相殺

した純貸付額でみれば，州への中央による純貸付

額は大幅に減少することになる（この点についても

次節で論ずる）。 資本支払，つまり実際の投資的支

出とみてよい部分についても州の比率は経常支出
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より低く4肱台にとどまる。

以上の検討から，対象とする時期における，国

家財政に占める州財政の比率および中央と州財政

の関係について整理し，次節以下の議論の前提と

しておこう。

(1）州政府による独自の税収，また限定っきのl

「独自」の借入金はきわめて限られたもので，対

象とする期間において，チト！の歳入比率には目立っ

た改善はみられない。むしろ資本受取において

は，やや低下する傾向がみられた。

(2）分与および補助金を含めた州政府経常収入の

比率は， 1979/80年度以後はやや上昇しており，

その点で第7次財政委員会の勧告，および中央政

府からの補助金の内容が検討されるべきであろ

つ。

(3）資本勘定における中央政府の優位は明らか

で，州政府への粗貸付を考慮、に入れても，州の比

率は，全資本受取額の 4割弱である。資本受取額

あるいは支払額の移転前と後の差は中央からの貸

付によるのであるから，利子支払，元本返済の問

題をも考慮に入れれば州計画その他への中央政府

による貸付を通じて，州の中央に対する債務関係

が生れる可能性がある。

(4) (2）および（3）でのベた財政移転の効果は，中央

政府の支出に対する歯どめ（たとえば財政の欠損一

一第2表の総合収支における中央政府のケースを参照〉

がない状況のもとでは，常に減殺される可能性が

ある。中央財政の欠損（赤字財政一一deficitfinan-

cing）惟3）はとくに 1978/79年度以降増大してい

る。州政府に関しては，しばしばインド準備銀行

による当座貸越（overdraft）問題が州財政の放漫

さの一例としてあげられるが，実際には中央財政

における欠損は州政府全体よりも，はるかに大き

いのである。



本稿では中央財政そのものに立ち入ることはで

きないが，州、｜財政に対する制約が，基本的には中

央財政の構造，とりわけ歳出構造によって規定さ

れていることは否定できない。財政委員会も，こ

れまでの例からみれば，中央財政は与件として，

検討の対象とせず，その範囲内で州への連邦税分

与等の問題を検討するという限界を付されてきた

のである他的。

以上により，国家財政に占める州財政の比重

が，財政移転による効果とともに，概括的に明ら

かにされた。以下，財政移転そのものの具体的形

態と機能について検討を加えよう。

（注1) 中央と州の歳出比算定での2重計算の問題

などを慎重に考慮した研究としては， Toye,J.F.J., 

Public Ex戸nditure and Indian Development 

Policy 1960-1970，ケンプHyジ， CambridgeUni-

versity Press, 1981年，第6章，とくに141ページ，

144～145ページの表6.3参照。

（注2) 什！の借入（borrowing）権限についてイソ

ド憲法第292条は，州の圏庫金を担保に州議会の決定

した範囲でのイ νド国内での借入権限を賦与している

が（第（1）項〕， イγ ド政府（中央政府〉による貸付も

し〈は貸付保証の債務残高が存在する限り，新たな借

入にはインド政府の同意が必要であるとする。このこ

とは，事実上，止Mの借入権限が中央政府によって制約

されていることを意味している。また外国借款をま接

受けられないことも当然である。

（注3〕 借入金によって埋められない財政よの欠損

を意味するイ γV財政における「赤字財政」概念の特

殊な使用法については，深沢実「独立後のインド財政」

（林利宗編『イ γ ドの金融事情』アジア経済研究所

1975年） 66～67ページ。

（注4) 財政委員会は，連邦税の分与（第268条～

第270条〉および法定補助金（grants-in-aid，第275条〉

の州への分与率と，州聞の分配率を勧告する憲法上の

機関（第280条〕で， 5年ごとに任命される。対象期

間には1973,78, 84年の3委員会が存在した。 1978年

と84年の委員会では，勧告の際配慮されるべき条件の

筆頭に「中央政府の歳入および行政，軍事，閣境の安

全，負債およびその他の義務的経費への歳出」がかか

ィγF財政における中央・州関係(I)

げられている。 Reが,rtof the Finance白mmis-sion

1978，デリー，出版年不明（以下， RFC7として号｜

用）， 2ページおよびReportof the Eighth Finance 

αmmission 1984，デリー，出版年不明（以下 RFCB
として吾(j百九 1ページ。しかし， 1973年の3委員会につ

いてはそのうなよ言及はないoReP例 ofthぽFi：耐mce

Commission 1973，デリー， C佃 trailerof Publica-

tions，出版年不明（以下RFC6として引用）。

m 中央から州への財政移転

1. 財政移転の3形態

中央政府から州政府への財政移転については，

制度上，形態上，あるいは機能上のいくつかの類

型化が可能である。このうち，インドにおいて

は，財政移転の配分原則を直接的に決定する機関

を基準として，（1）財政委員会を通ずるもの，（2）計

画委員会を通ずるもの，（3）その他政府部局を通ず

るものとする分類が一般的である。この分類はそ

れぞれ，（1）法的な移転（statutorytransfer), (2）規

則的な移転（regulatorytransfer), (3）裁量的な移転

(discretionary transfer〕という移転の法的根拠な

いし強制力にもとづく分類と重ね合わされてお

り，最近の財政移転の研究では，おおむねこの3

分法に拠って分析がなされている借り。さらに，

この分類に移転の目的が計画財源の補填にあるか

否かによって計画移転・非計画的移転の区別を追

加するのも一般的である。

また財政移転には補助金（grant〕と貸付 (loan)

の2形態の他に，財政委員会の勧告による連邦税

の分与（shareof taxes〕が，補助金とは別の形態

として区別されている。

上記にのベた3分類は実際にはインド独立以

降，徐々に確立したものであり，今日でも厳密に

いえばその境界はかなりあいまいなものである。
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たとえば，財政委員会は個人所得税，連邦消費税，

相続税等連邦税の州への分与率と同時に，州聞の

分配率を勧告し，主として非計画経常収支ギャッ

プを補填する機能を与えられているが，経済計画

の進展とともに，計画財源の中央からの借入に伴

う利子負担，資本勘定の赤字，計画事業完了後の

経常的維持支出（committedexpenditure）の増大な

どから，経常勘定を資本勘定と切り離して検討す

ることは事実上不可能になっている。そのため19

73年の第6次財政委員会以降，中央政府からの借

入金lこ対する利子支払や元本返済条件の緩和が，

財政委員会の重要な勧告事項のひとつとなってい

る〈注2）。

また州計画（stateplan〕への計画委員会を通ずる

財政移転も， 1969年の「ガドギル方式」（Gadgil

formula）によって，はじめて配分の原則が確立

し，裁量的というよりは，規則的な性格をもつこ

とになった。その結果，今日でも裁量的な性格を

維持している部分は， 中央政府の各部局（depart

ment〕の事業のうち，中央が州に実施を委ねるも

の（いわゆるcentralplan scheme，以下csと略す），

本来州政府の管轄事項である分野について中央政

府が統一的政策として州に実施させる事業〈いわ

ゆる centrallysponsored scheme，以下cssと略す）

の2分野が代表的なものとなっている。しかし，

州計画のなかにも当然この2分野と性格の類似し

た事業は含まれているわけであるから，これら裁

量的財政移転によって実施される事業を内容的に

州計画と区別する充分な桜拠は必ずしもないので

ある〈注円。

同時に，上記3分法は，州政府の側から見た場

合の財政的自由度とも対応するのである。すなわ

ち，財政委員会による分与は，州税と同様に一般

財源の一部として利用しうる。計画委員会を通ず

8 

る州計画への計画移転（pl佃仕組sfer）は州政府が

一般計画財源として利用しうる。しかし中央計画

事業（CS）および中央補助事業（CSS〕は用途の

指定された移転財源である。

第I節でのべたように，連邦制のもとにおける

財政再分配には，黍直的調整と水平的調整の機能

が求められるとされるが，その意味でこの3分法

は垂直的調整として好ましい順序でもあるとされ

るのである。さらに移転における貸付の占める比

率も 3形態において異るのであるが，これについ

ては後述する。

また，水平的調整についても， GGl論文， GG

3論文にみられるように，この三つの分類は，よ

り再分配的な機能を果たす移転〈連邦税の分与）か

ら，最も非再分配的な移転？（裁量的移転）へと対応

するものとされる借り。インドの中央・州財政関

係をめぐる研究の最も主要な関心は，いかなる形

態の財政移転が水平的調整（つまり州を単位とする

所得格差の是正）として最も有効であるか，という

問題をめぐって展開されてきたともいえるのであ

る〈注幻。

以上のような論点からみて，中央から州への財

政移転の分析には，上記3分法はやや制度的にす

ぎるにせよ，いぜんとして有効な分類法であると

考えられる。本節では，この3分法に依拠しつ

つ，対象期間中における財政移転とそれを通じて

うかがわれる中央・州財政関係の変化を明らかに

してみたい。各州への配分が水平的調整としてど

のような特徴をもつかは，次節Nで集中的に扱わ

れる。

2. 財政移転の特徴と変化

上記3分法による移転の制度的特徴およびその

相対的重要性の変化をまずとらえておこう （第3

表参照〉。



Ii写i：古；分；開審｜鰐
1972!1! 

27.0 
1973 31. 8 4.2 36.0 17.3 46.7 
1974 36.9 14.7 51. 6 23.9 24.5 
1975 38.9 12.4 51. 3 26.2 22.5 

p勿9刊~7渇＇il曲'~ 

36.3 11. 2 47.5 26.6 25.9 
32. 5 10.1 42.6 33.9 23.4 
25.5 6.9 32.4 35.7 31. 9 
41.8 3.1 44.9 27.5 27.6 

1雫訓o~：川／：田~ 
40.2 2.6 42.8 32.8 24.4 

1981 41.1 2.4 43.5 28.8 27.6 
1982 38.0 2.0 40.0 31. 7 28. 3 

35.8 1. 9 37.7 32.0 30.3 
35.4 2. 7 I 38.1 30.0 31. 9 

（出所） 第1図と同じ（各号〉。
（注）＊法定補助金とは憲法第幻5条にもとづく経常財
政補填的な補助金の他，指定部族民や部族地帯の
福祉を目的に，連邦議会の立法によって定められ
たものをも含む。また同条ではアッサム州に対し
でも特別な補助金を規定している。
1972/73年度については内訳不明。

3形態のうち，財政委員会を通ずる分与の比率

が最も高い。とりわけ勧告実施初年度(1974/75,79 

/80）にそれぞれ法定補助金および連邦消費税の分

与率のひきあげが行なわれたことを反映して，上

記 2年度には分与の占める率が急上昇している。

しかし，その効果は， 5年間のうちに，しだいに

平準化され，勧告実施期間の最終年度lこは，約3

分の 1強を占める水準に務ち着くというバターン

が繰返されている。その意味では，主として経常

収入を補填する役割を果す財政委員会の勧告は，

州の税収水準の長期的維持にとっては，きわめて

重要なものであるということができる。

残りの 2形態の相互関係についてみれば，裁量

的移転は，しばしば計画委員会を通ずる移転，す

なわち州計画への補助・貸付をうわまわる。裁量

的移転の内容は，後述するように，きわめて多岐

にわたるため，これを必ずしも，中央政府の窓意

的配分の増加と結びつけることはできない。しか

し，後述するように，裁量的移転のうちでも補助

インド財政における中央・州関係(I)

第4豪州経常収入に占める移転額，分与税舗の比率

(%) 

---・-

1972;r 
40.5 18.9 21. 6 9.9 0.2 11. 5 

1973 4 37.8 16. 9 20.9 9.4 0.2 11. 3 
1974 5 35.0 15. 9 19. 1 8.0 0.2 11. 1 
1975 6 35.5 15.3 20.1 9.3 0.1 11. 8 

19叩i？曲7~ 
35.2 16. 7 18.6 7.2 0. 1 11. 3 

1977 36. 7 18.5 18.2 6.8 0. 1 11. 3 
1978 38.0 21. 2 16. 8 6.0 0. 1 10. 7 
1979 40.3 15.3 25.0 6.3 0. 1 18.6 

1後調。／／／畑／8田田田: 

39.4 16.1 23.3 6.2 0.1 17.0 
1981 37.9 14.8 23.1 5.5 0.1 17.5 
1982 37.9 16.0 21. 9 5.4 0.1 16.5 
1983 37.9 17.0 20.9 4.9 0. 1 15.9 
1984 39.8 17.4 21. 4 4. 7 0.1 16. 7 

（出所） 第1図と同じ（各号）。
（注）＊州の財政勘定の構成では，財政委員会を通ずる
法定補助金も中央からの補助金のなかに含まれ
る。

金部分に関しては， CS,CSSの占める比率が高

く，そうした事業への中央からの財政移転が，一

括計画財源としての計画委員会を通ずる移転に部

分的には匹敵するものになっているという点は，

財政の中央集権化のー側面として重視しておく必

要がある。以上の全体的傾向を念頭において，以

下， 3形態のそれぞれについて，特徴を明らかに

してみよう。

(1) 財政委員会による移転

経常収入に占める分与税収の比率は第7次財政

委員会の勧告が実施された 1979/80年度に急上昇

したが，平均しでほぼ20iti:の水準を推移してい

る。しかし，その内訳にはおおきな変化がみら

れ，連邦消費税の伸びが著しく，個人所得税との

聞におおきな差がついている（第4表）。長期的に

みれば，すでに1960年代に入札分与税額上は連

邦消費税が個人所得税をうわまわっていたが， 19

72/73年度から84/85年度の聞に，分与額は前者が

8.06倍伸びたのに対し，後者の伸びは2.58倍にす

ぎなかったのである。

9 



第5畿財政委員会の勧告による分与率〈？の

財政委員会 智会理税 連邦消費税の分与率
（勧告年月）

州匙2 （基本税のみ〉

55 2.75 40 
第2 1956. 1 
1957. 60 1. 00 25（対象の拡大を伴う）

第第3 1961. 1 ~~% 2.50 2却Of同同 上上）） 4 1965. 2.60 

第5次i；：：量；りfl 80 1. 70 
20（る特）別消費税も分与す

第第 ~ 次次trai: 85 2.19 20 85 1. 79 40 

第8次 1984. 85 1. 792 45 

（出所） Report of the Finance Commission, 19 
73, 78, 84年版より作成。

これは，直接的には，第5表にみるように，第

7次財政委員会が連邦消費税の分与率を大幅に引

上げた結果であったが，分与対象となる個人所得

税自体が，中央政府の政策によって伸び悩みを余

儀なくされているという側面がある池町。そもそ

も実際に分与された額が，財政委員会の勧告率に

満たないという事実も指摘されている借り。

一方伸びの著しい連邦消費税についても，その

対象たる石油および石油製品などの場合，従量税

率の引上げでなく，政府の管理価格の引上げによ

って，財政収入の増加が分与額に反映しない措置

がとられてきたことにも注意しなければならない

他的。 1952年以来の財政委員会の勧告による，個

人所得税，連邦消費税の分与率の相当程度の引上

げが，第2表にみたように，中央と州問の経常収

入のパランスをさして変化させることにならなか

ったのは，税制に対する中央政府権限の基本的優

位と，その権限にもとづく中央政府財源の確保政

策のためである。

(2) 計画委員会による移転

計画委員会による財政移転は，州の経済計画に

対する中央政府の補助金および貸付からなる。す

でに述べたように，この分野では， 1969年に「ガ

IO 

ドギル方式」が導入され，それまでの，個別の川

計画事業に対し，中央政府および計画委員会が個

別に移転額および補助・貸付比率を決定する方式

を改めたのである（注9）。

1969年以前の方式は計画策定における裁量や悲

意の余地を拡げ，州計画策定が政治的に利用され

るという弊害を生んだと同時に，第2次から第3

次計画期へと進むにつれて，外｜債務問題が顕在化

し，州への財政移転方式の再検討が要請された。

第3次計画期の州資本支出に占める，中央の純貸

付の比率は実に62.4~＇なという高水準であり， 1966

/67年度に純貸付額がピークに達したが， この水

準は第5次計画期の末までの以後10年間超えられ

ることがなかりた。また並行して州政府によるイ

ンド準備銀行からの当座借越問題が深刻化した。

さらに州政府は，中央からの財源がつきやすい事

業（patternscheme）を優先するという傾向に陥り

がちであった〈注明。

本稿で対象とする時期はそのような意味では，

州への計画財源の移転が規則化されて聞もない時

期であったといえる。以下の議論のために， 「ガ

ドギル方式」およびその後の計画財源の移転に関

する政策的変化をまず概観しておこう。

「ガドギル方式Jの合意に先立つて， 1966年8

月の国家開発評議会（NDC）会合は第4次計画の

策定にあたって，州計画への移転財源の配分に隠

する基準の作成を計画委員会に委任した。おおま

かな合意としては，人口規模と濯概・電力開発と

いうこつの基準が用いられることになった。

1969年の「ガドギル方式」は，この基準をさら

に詳細に定めたもので，州聞の配分は，人口基準

を60店主，州 l 人当り所得基準を 10~~－；：，徴税努力を

lOf立，濯概・電力開発を lO』~i=，特殊事情をlOf訴と

いう五つの基準にもとづいて行なわれることにな



った。移転は一般計画財源とし，補助・貸付比率

は3対7とする。ただし，アッサム，ジャンムー

・カシュミール，ナガランドの丘陵地域（hilla-

reas）に対しては，この比率は 9対 I，ウッタル・

プラデシュ，タミルナドゥ，西ベンガノレの丘陵地

域については5対5と定められた。北部，東北部

の国境周辺州は，丘陵州ないし特別カテゴリー州

と指定され， 「ガドギル方式Jの適用される通常

州とは別枠で計画財源が割りあてられた〈注11）。

「ガドギノレ方式」はその後，ニつの重要な修正

を受けた。 1979年の NDCでは，州、｜をl人当P所

得で4段階にランクづけ， 1人当り所得の逆数を

人口に掛けて計画財源を分配する所得調整人口

(income adjusted total population，略して IATP〕

の考え方が導入された。

また1980年には，所得基準が10~；－；：から 20~t下に引

上げられ，濯j幌・電力開発基準の lOf~Tが廃止され

た。 IATP概念の導入とならんで，計画財源の移

転がより規則化されると同時に，州間格差の解消

という政策目標が前面に出てきているo

しかしその後も， NDCの開催の度ごとに，修

正された「ガドギル方式」の再修正の要求が各州

から出されている。比較的所得水準の高い1+11土人

口や所得基準よりは計画事業の国家的必要性に配

分の基準を設けることを要求し（グジャラート州の

場合入所得水準の低いウッタル・プラデシュや

ビハール州は，所得基準による分配率の引上げを

要求しているのである償問。

「ガドギル方式」の適用が，計画財源の移転に

ある程度の再分配機能をもたせることになったか

否かについては，いくつかの研究がなされてい

る。 GG2論文の示すデータによれば， 1956～81

年の l人当り計画移転額は，必ずしも所得水準と

逆相聞の関係にはないようである。その原因につ

イソド財政における中央・州関係（I)

第6表第6次計画における州計画への移転

項目 ｜葬lも笥比率（的

(1) 丘会特iマヲaド陵国別サa，～ニジ地の援プカムシャ肱テヘルヲン分ヲプゴキヒム部マメムロリ←族チ，ジガ・地州ヲェャトカ抗ルへヤクリシの，プト・ュ劇配へナプラミ分）のラガ団ー配デラくル第分ア~ ン， 1,355 8.8 (2) 1,450 9.5 
(3) 

3,245 21. 1 

所合［ガド1），得Mド調L計ギシ4整ルヲ［方計（人キ5）式ム口＋' !) 分ラ）
(4) による配 1,600 10.4 

7,650 49.8 (5) 
(6) による配分 7,7閃 50.2 

100.。(7) (6）〕 15,350 

（出所） Nambiar, K. V., “Criteria for i.Federal 
Resource Transfers，” Economic and Political 
Weekly，第18巻第22号， 1983年5月28日， 968ペ

ーシ。

（注） ＊上記論文では，アッサムを特別カテゴリー州
に含めている。アッサムがそれに含まれるか否か

は，資料によって差があり，確認できていない。

いては，州別の財政構造を扱う次節で改めて検討

するが，この問題と関連して重視しなければなら

ないのは，今日では， 「ガドギル方式」によって

配分される州計画財源は中央による州への計画移

転総額の約5割程度しか占めていないという事実

である。

本稿の作業で主として利用しているインド準備

銀行のデータからは，その内訳がとれないので，

ここではインドの研究者によるー論文にもとづく

資料（第6表）を紹介しておこう。

ここにみるように， 「ガドギル方式」による配

分以外の多くの部分は部族， E陵地域および特別

カテゴリー州に対する移転である。確かに所得調

整人口による配分も全体のlOi:ti:強含まれるが，同

時に，外国援助プロジェクトへの配分もほぼ同額

に達している。

一般に州計画財源は，（1）州経常収支余剰，税の

増収，州による借入，州公営企業の余剰といった

州財源.！：：， (2）中央による州計画移転財源（および

その先払い〉位13），外国援助プロジェクト用の追加

補助財源位14）および少額貯蓄の州への分与からな

II 
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69.2(67.8) 62.5 49.5 49.9 50.2 59.8 62.8 62.5 54.2 55.3 58.2 53.9 54.3 

17.8 16.5 23.9 27.8 26.1 37.1 34.0 29.7 33.7 27.4 31.7 29.0 27.7 
2.0 0.9 2.3 1. 9 2.0 3.2 1. 7 1.1 0.8 3.0 0.9 0.5 0.7 
0.9 0.7 1.0 1. 1 0.3 1. 4 1. 2 0.6 0.8 0.9 0.8 0.7 0.8 
39.1 29.6 16.5 14.7 16.5 13.1 23.4 26.0 16.4 18.0 加.2 19.1 19.8 

5.4 9.8 16.9 9.6 9.1 9.0 8.6 13.0 12.4 13.8 14.8 15.2 13.6 
3.2 3.3 。。。。。。。。。。。
9.5 14.8 5.8 4.4 5.2 5.1 2.6 5.1 2.4 5.7 4.7 4.7 5.3 

（出所） 第1図と同じ（各号）。
（注） 1972/73年度は17州のみの合計値により算出。ただし，かっこ内は21州合計値による。 本その他を徐く。

る移転財源から構成されている。移転財源のう

ち，少額貯替は明らかに州の平均的所得水準とE

の関係にあP他 15），外国援助プロジェクトもほぼ

同様であろう。そのようにしてみると「ガドギル

方式」による州への計画財源の移転が，いかに所

得基準の導入によって格差是正的性格をもたせよ

うとしても，それが計画財源の一部である以上，

州財政の基盤の強弱，ないしは州の平均的所得水

準の高低によってその実行が影響されざるを得な

いということになる。計画移転が水平的再分配を

促進しているか否かという問題は，このように，

ひとつには，ナト｜計画財源全体に占める「ガドギル

方式」による配分の比重という問題と考えあわせ

ねばならない。

対象期聞における州計画への補助金，貸付比率

の動きは第7表に示されている。経常収入に占め

る州計画への補助金の比率は上昇しているが，同

時に，中央計画事業と中央補助事業を合計した比

率（特に後者〉も高い水準に定着しはじめているこ

I2 

とが重要である。補助金全体としてみれば，非計

商補助金，とりわけ自然災害への救援を目的とす

る補助金が急速に減少していることが，内部構成

を変化させてきたおおきな要因であることが解

る。この点は，より詳しく後述する。

また貸付については，中央からの州計画への貸

付が，資本受取の最大の部分を占めている状況は

変らない。貸付の内部構成を変化させる要因は，

ここでは，少額貯蓄の伸びと一時貸付（waysand 

means advances）の変動である。州計画への貸付

自体も，チ｜収〉中央に対する債務状態を反映して変

動するものである。いかに政策的見地から貸付の

増加が要請されても， 1960年代中葉にみられたよ

うな純貸付率の著しい低下，利子支払い・元本返

済の増大を無視してまで貸付を糟やすことはでき

ない。まさに1960年代末から，本稿の対象とな

る， 72, 73年頃までは，このような貸付の矛盾が

顕在化した時期であった。貸付の内部構成上，州

計画への貸付の比率が，とくに1972/73～74/75年



度の時期に低く現われ，一時貸付の比率が高いの

は，そのためである。州への計画貸付が州の中央

に対する債務発生の主要な原因であることは第7

表からも明らかであるが，この点については項を

改めて論ずる。

(3) 裁量的移転

このカテゴリーに含まれる中央から州への財政

移転は，目的から見ても雑多であり，それらが一

群にまとめられているのは，州への移転が中央政

府各部局やインド準備銀行の裁量によるという制

度上の共通性のためである。ここに含まれるのは

以下の項目である。

( i) 中央計画事業（CS）への補助と貸付

(ii) 中央補助事業（CSS）への補助と貸付

(iii) 少額貯蓄の分与（share)

(iv) 自然災害を目的とする補助と貸付

（竹 中央政府による一時貸付

(vi) インド準備銀行による当座貸越の清算を

目的とする貸付

(vii) 中央への債務負担軽減のための特別貸付

上記の7項目は（i）と(ii),(iii）と（iv）および

(v）からのめの3群に分けて議論するのが便利で

ある。 Ci）とCii）は広義の州計画移転の一部であ

るが，本来中央の計画に含まれているものであっ

て，州自身の計画の一部ではない。資料によって

“plan transfer" という時に，狭義か広義かの区

別が不明な場合があり注意を要する点である。第

2は(iii）と（iv〕であり，後述するように，現在で

は，いずれも基本的に狭義の外｜計画移転財源の一

部を構成している。（v）からのii）に至る項目は州

の資本勘定に現われ，州の中央に対する財政的従

属の問題を構成する要素である。しかし，これら

の貸付が行なわれない場合，州政府としては計蘭

規模の縮小というような対応を迫られるという意

イジド財政における中央・州関係（I)

味では間接的には，計画財源の移転という性格も

もっている借問。 3分法による裁量的移転の一部

ではあるが，これらについては，項を改めて，中

央・州の債権・債務関係の一部として検討するこ

とにしたい。

したがって，非計画裁量的（non-plandiscretion-

ary〕財政移転として，特に重視されるのは， Ci)

と(ii）のク’ループである。

前者は，中央の計画事業でありながら，州｜が実

施するものであり，後者は本来憲法上，チHの管轄

に属する事項について，全国的事業として中央の

財政補助のもとに州が実施するというものであ

る。ここで特に問題となるのは，これら事業が中

央による州管轄事項の蚕食の手段になっている点

である。 CS,CSSは，中央政府の計画文書から

具体的な事業を特定することができる。 csにつ
いては， 農業生産，地域開発， 小規模濯瓶， 畜

産，村落開発，大規模濯瓶，教育，保健，社会福

祉など純然たる州の管轄分野に関する事業がほと

んどである〈注17）。憲法上中央の管轄に含まれるも

のとしては，難民対策，観光，国境沿いの道路建

設といったものしか含まれていない。 cssの場
合は事業の趣旨そのものが，州管轄事項を対象と

しており，中央による州管轄事項への蚕食という

性格を強くもっている。この点は「ガドギ／レ方

式」が州計画移転に採りいれられる以前から行政

改革委員会などによって強く批判された点であっ

た位18)0 州計画への移転が一括的性格をもち始め

たために， cssの「介入的」な性格はいちだん
と際だってきたのである。

第7表にみるように， cssの比重は，とくに
近年著しく上昇している。対象期間の最終年度

1984/85年度には，補助金比率ではcsとcssの
合計が州計画補助金をうわまわっている。いわゆ

13 



る「20項目綱領Jに関連する多くの事業が css
に含まれていることと，この比率の増大は無関係

でないようである。 1978年の NDCは， csおよ
びcssの比率を計画移転全体の6分の lから 7
分の 1程度に抑制するという原則をうち出した

が，インデ、ィラ・ガンディ一政権の末期には，こ

の原則をはるかに超えた配分がなされているので

ある位19）。 1984年の NDCでは，再びcssに関
する調査を計画委員会に命ずる決定がなされてい

る〈注20¥

CS, CSSに関しては，貸付より補助金の比率

が高いこと（次項参照）から，州財政にとっては有

利な面もあり，州の管轄事項である教育，保健，

；農業といった分野での中央集権的な政策を通じ，

中央政府が州の末端と直接的関連を築きあげる重

要な政策手段となっている。

第2は少額貯蓄と自然災害を対象とする補助お

よび貸付である。裁量的移転のなかでは，比較的

に移転の原則が守られている部類に属すること

と，いずれも，最終的には州計画財源、に組み入れ

られる点で，財源上の性格としては共通性をもっ

ている。

まず少額貯蓄については，各州、｜での純貯蓄額の

3分の2は当該什｜の資本受取として貸付けられ

る。さらに貯蓄奨励努力に対し，全国平均額を上

まわる 5ii:につき，その半額がこれに追加される

位向。第7表にみるように，少額貯蓄貸付比率は

明らかに高まっており，中央による貸付のなかに

占める比率も急速に上昇している。こうした少額

貯蓄の伸びは，ひとえに中央政府の貯蓄政策の変

更によるものであることが重要である。第8次財

政委員会は，この伸びが，雇用者年金制度のもと

で，郵便定期貯金の形での穣立てが可能になった

ためであるとしている〈注22）。また個人所得税への

14 

優遇措置として，特定の郵便貯金を課税所得控除

の対象とする措置もとられており，本来分与税と

して州に移転されるべき財源が中央による州への

貸付けに転化されるという批判も招いている。ま

た財政の水平的調整の手段としては不適切である

という批判も当然生まれてくるのである。

自然災害の救援を目的とする中央からの財政移

転杭最終的に州計画財源に組み入れられるの

は， 1973年の第6次財政委員会の勧告を中央政府

が受けいれてからである借問。

1966年以来の救援支出の急増は，中央の財政援

助基準の不明確なことから，州聞の不平等をひき

おこした。この時期は，一方で「ガドギル方式」

による州計画への財政補助の原則を確立しようと

いう時期であったから，自然災害に際しての中央

の州に対する補助基準を明確にしないわけにはい

かなかったのである他的。財政委員会は，第2

次委員会以来，災害時の緊急費用として予備金

(margin money〕を設け， 経常収支見通しの一部

にこれを組みこんできた。しかし，中央からの援

助については基準がなく，第6次委員会 (1973年〕

は予備金を超える被害額および救援費用に対する

中央の援助額は，州、｜計画への財源移転の前渡しと

して調整するという原則をうち出したのである。

これ以降，第7次委員会（1978年〕も同じ原則にた

ったうえで，皐害については，州の年次計画の5

容を上限として州計画移転財源と調整し，これを

超える被害額については贈与・貸付を50対50とし

て追加的援助を行なうとした。また洪水，サイク

ロン等の被害に対しては，予備金の額を超える分

に対し中央政府が75~分の非計画補助を行ない，

残りの25容については州の浪費や「焼け太り」を防

止するために州自身が負担するものとした惟25）。

このような一般的原則はあるものの，現実の中



央による援助額の評価は一定の基準によって行な

われているわけではない。その意味で災害救援の

中央からの財政移転は基本的に裁量的性格をもっ

ている。この原則が実行された 1974/75年度以降

の中央から州への移転は，全くネグリジブルであ

る。統計上はこの新たな方式は効を奏している

が，第8次財政委員会も認めているように，災害

費の州計画財源への組入れは州政府の強い不満を

招いている惟均。

3. 州財政の中央に対すQ債務関係

これまで財政移転の形態を州財政にとヮての自

由度という観点から考察し，分与，州計画への補

助・貸付，およびその他の裁量的財政移転とい

う，州財政にとっての自由度のおおきな移転形態

頼に検討してきた。

ここでは角度をやや変えて， 3形態と補助・貸

付比率の関係，および財政移転を通ずる州の中央

に対する債務関係の発生という観点から対象期間

における問題点を整理してみよう。

すでに部分的には言及してきた点であるが，改

めて第8表によって移転形態別の補助金比率を検

討してみよう。当然のことながら，分与はここで

は検討の対象とならない。（1）は州計画， CS,

cssの3分野への移転総額に占める補助金比率
で， 1976/77年度を頂点に近年やや低下の傾向が

みられる。

形態別では，州計画と csおよびcssの聞に
明らかな差があり，前者においては補助金比率は

4~:.,"i:程度であり，しだいに上昇する傾向がみられ

る。これに対して後二者は圧倒的に補助金中心の

移転であり，補助金比率はますます高まりつつあ

る。

州計画移転の補助金比率が「ガドギル方式」の

原則である30店ti:よりもかなり高いのは，第6表で

イYド財政における中央・外l関係(I)

第8費財政移転に占める補助金の比率 (%) 

｜制州制守｜里l苧
1972~73 32.2 1973 74 37.6 35.2 77. 0 89. 1 33. 0 
1974 75 48.7 34.6 58. 6 83. 8 31. 8 
1975 76 48.5 33.2 63. 7 84. 5 ,.,,r 51. 0 39.0 59. 2 95. 8 
1977 78 49.0 37.1 62. 3 86. 1 44. 3 
1978 79 43.4 36.1 72.9 89.0 39.3 
1979剖 43.8 43.4 86.9 92. 7 37.9 

I製招袋袋関刻町町釘2。I~：田血~ 
46.5 39.3 90.9 89.5 50.3 
44. 7 44.2 69.8 伺.0 40.4 
44.8 41. 2 80.1 93.5 44.9 
45.5 41. 2 89.2 95.1 46.5 
44.6 39.2 叩.oI 94.0 45.0 

（出所） 第l図と同じ（各号）。
（注） 移転総額は（2)+(3)+(4）のみ。空欄は内訳不明で
算出できないことを示す。

みたように，それ以外の移転の条件がよりソフト

であるからである。繁維を避けるため州別の数字

は掲げないが，通常州では比較的30容近い水準で

推移する。グジャラート，ケーララ，カルナータ

カ，マハーラーシュトラ，パンジャーブ，タミル

ナドゥなどの中上位所得州、｜では補助金比率は20~~-i:

以下となり，特別カテゴリー州では逆に80住以上

となる。

これに対しcsおよびcssの補助金比率はは
るかに高く，州別の分散度も低い。 cs,cssの
各事業に対する補助金比率が地域的配慮よりは事

業内容に即して設定されているから，これは当然

の結果である。

このように移転条件からみると，州財政にとっ

ての自由度と，補助金比率との聞に逆の関係が成

立していることがわかる。つまり，事業内容が中

央主導で決定されているCS,CSSの方が表面上

は州財政にかかる負担が少いようにみえるのであ

る。しかし実際には， CS,CSS関連事業について

は，州財政が，これに対応する自己財源〔match-

ing fund〕を準備せねばならぬのであって， かえ

って州財政に対する負担は重いというべきなので

Zラ
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（出所〉 第2表と同じ。
（注J1) 中央政府による貸付のみ。 2) 特例的な貸付を除いた計算では44.3%。3) 向上計算で回.7%。

ある〈注27）。したがって，州財政基盤の強固な州ほ

ど，借入負担を少くするために， cs,cssを比
較的多く引き受けることが可能になるのである

惟28）。この点は，州別の財政構造と中央からの財

政移転との関係を論じた次節で再度とり扱うこと

にする。

州政府の中央政府に対する債務発生の最大の要

因が州計画への中央政府による貸付に求められる

ことは，第7表ですでに検討したとおりである。

また第1次5カ年計画以降の長期的な傾向でみれ

ば，第3次計画までの累積貸付の負担によって，

年次計画期以降，粗貸付と純貸付のギャップは顕

著となった。粗貸付額に占める利子支払および元

本返済の比率は，年次計画期に約47/,i不，以後第4

次，第5次，第6次計画期に，それぞれ61/:i,i:,67 

~主. 57~~j: となっている（各年別の値は第 9 表参照）。

すでにのベた「ガドギル方式」の導入による補助

・貸付比率の固定化，第6次財政委員会（1973年〉

による州の中央に対する債務のリスケジューノレな

どが年次計画期から第4次5カ年計画にかけて実

施されたことの意味はここにある惟問。

本稿で対象とする時期は，こうした一連の措置

がとられた後の時期であるため，第9表に見るよ

うに，利子支払，元本返済のそれぞれ経常支出と

資本支払に占める比重は，州全体としては， 1970

年代初頭より低下している。新規貸付に占める元

本返済分の比率は，水準としては低いとはいえな

I6 

いが，第7次財政委員会の勧告による債務のリス

ケジュールが再び行なわれた 1979/80年度以降，

平均すれば却益；E台の水準にある。しかし，利子支

払と元本返済合計が組貸付に占める比率は変動し

ながらも高水準にあり，中央政府の州に対する貸

付が，いわば債権の回収を目的とした非生産的貸

付に転化してしまったかの感がある。こうした状

況は，本来年次計画期以降の中央と州の財政関係

の重要な特徴のひとつであって，さまざまの債務

軽減措置にもかかわらず対象時期を通じて，一貫

してみられる現象である。

いいかえれば，州の中央に対する債務関係は構

造的なものであり，第10表にみるように，州政府

の債務残高は，財政委員会による債務負担の一時

的軽減措置惟3めにもかかわらず，恒常的に増大し

ており，年間の資本受取額（粗） (5）の3～5倍の

規模に達している。そして借入残高（4）と資本受取

(5）のいずれについても，中央政府が圧倒的な比重

(70伝以上）を占めている。

裁量的移転のもうひとつのグループ。である中央

政府やインド準備銀行による一時貸付，州負債軽

減のための特別貸付は，こうした構造的債務のも

とでしばしば生ずる長短期の支払い困難を，一時

的に解消する手段である。また財政委員会の勧告

による債務軽減策の一環としても中央政府による

特別貸付が行なわれる場合がある〈注向。しかし財

政委員会の勧告を別とすれば，中央政府やインド



インド財政における中央・州関係（I)

書店10表州政府の借入残高（3月末現在〉 〈単位： l，（削方ルピー〉

｜即＇211973119741~97511976 J 1977 I 附 1197911鋤｜蹴~8:11蜘 J 1蜘

(l)L内襲高警宮告司＋炉行 2, 曲由：事7「~「：引目~：~ ZI~ Z4倒 2, 3，伺6~：割4訓,・・ 4面感；~糊u伺E可司’Itえ:J 7咽，；.ffir的：邸：：7調司司：岡~216 6,31' I，必51,625 1,840 2, 2,289 2, 2, , 042 767 4, 333 
78 183 159 匁)6 4回 354 592 
316 335 405 591 919 095 l, 212 

(2) 6, 鋭治 8,5799, 148 10, 40811, 3. , 071 筋，026,981
(3) 726 858 7田 I，抑71, 1, , 4臼 6554,453 
(4) 9, 54511, 58012, 545 it: 14, 80116, 9, , 977 , 42137, 752 

(5) 1資本受取（粗〉 I 2, 8751 2, 4831 2, ml 2, 5941 2, ss司3, 19sl 5, 1411 4, 2121 5, 5791 6,096 1, 1511 9, 09310，飽2
(6) 中央政府貸付 11，蜘11,55311, 07511, 29411, 44611, 9111 3, 2301 2, 6691 3, 0221口724, 16514却 35,910 

（出所） 第2表と同じ。
（注） 1983年の（2）については， 1982年3月， 83年3月の両時点におけるインド準備銀行への当座貸越， それぞれ174
億3000万， 40億ルピーに対する政府からの特別中期貸付を含む。（5),(6）は翌年度の年間借入総額。

準備銀行による一時貸付は （後者の方がより短期貸

付であるが〉， きわめて政策的なものであって，ま

さしく中央政府の裁量，政治判断にかかるところ

がおおきいのである。

このような州財政の中央財政に対する，構造的

な債務関係については，これを必ずしも州の中央

に対する一方的な従属と見るのではなく，連邦財

政における再配分の方式として合理的なものとす

る見解も存在する。その代表的なものは，（1）債務

は利子支払い，元本返済を通じて，再び中央から

州へ環流される財源となるから，全体として債務

の累積は，中央から州への移転財源の拡大とみる

べきであるとする見解池町，（2）とりわけ低所得州

への資金の循環を助けるものであるとする見解

惟33), (3）州が移転財源を浪費することを防ぐため

には，補助金によってではなく，貸付という形が

望ましいとする見解などである惟均。

こうした見解について，本稿のこれまでの知見

を整理し，あわせて，次節以下の課題を明らかに

する観点から，簡単に触れておこう。

まず（1）については，第E節で検討したように，

国家財政全体としてみた場合，経常収入の場合と

同様に，中央から州への貸付にもかかわらず，州

全体として，資本受取の比率が顕著に上昇してい

るという事実は認められない（第2表〉。つまり中

央政府は，国内外からの独占的借入権限を行使す

ることによって，州への貸付をうわまわる借入財

源の動員を行なっているのである。

この点を最も象徴的に示すものが，中央政府に

よる赤字財政（deficitfinancing〕の問題である。

中央・州の債務関係との関連で，あたかも中心的

課題のように論じられる，州政府による当座借越

問題も（注35入国家財政全体としてみれば，中央に

よる赤字財政の規模にはるかに及ばない。また当

座借越問題自体が，州財政における非開発支出の

筆頭である利子支払と元本返済の負担を一因とす

るものであるとすれば，中央・州財政関係の根本

問題のひとつが，第10表に見るような州財政の中

央財政に対する構造的債務関係にあるとみられる

のである。

(2）については，州別の債務負担状況を見ること

が必要であり，中央から州への貸付が，水平的調

整機能を果しているか否かという問題に還元でき

ょう。つまり州問所得格差と，州聞の債務構造と

の関係が分析されねばならないのであり，この点

は次節で扱われよう。

(3）については，現実に投資的経費が中央ないし

州による借入金によってほとんどまかなわれてい
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るという実態からすれば，一般論としては妥当す

るが世間，それが州政府の場合，中央政府を経由

した貸付によって行なわれねばならないという主

張を根拠づけるものとはならない他的。州による

借入が中央政府によって統一的に実行される理由

は，むしろ州財政基盤の強弱によって，州聞の借

入能力に差が生ずるととを防ぐという，いわば財

政の水平的再配分機能への配意からであヮて，こ

こでもやはり，（2）の主張と同様に，州問所得格差

と州聞の財源調達能力および債務構造の関係が検

討されねばならないのである。

また，この（3）の論点は，州財政の健全運営とい

う観点からの主張であると見ることができる。問

題は第1に財政の効率的運営に関しては，財源が

補助金であるか借入金であるかは， 2次的な問題

であること，第2に，すでにみたような構造的な

債務関係のもとでは，借入金であることが，すな

わち州財政運営の効率化につながるような状況と

はいえないととである。むしろ今日では債務関係

の定着が，州財政（とくに州営企業〉のコスト意識

の磨耗を招いているのである惜問。この（3）の論点

は，州財政の自律性がある程度回復された段階で

有効性をもちうるものである。つまり州全体とし

ての中央への財政的従属関係は存在するとして

も，その強弱は各州の財政基盤の差によって，あ

る程度の幅が存在するかもしれない。比較的自立

的な財政基盤をもった州が，投資的支出の財源と

して，中央からの貸付を効率的に利用しうる可能

性は，論理的には認められるからである。しか

し，この点は，州別の支出構造と中央からの貸付

との関係を具体的に検討してみなければ結論を出

すことはできない。

前節での検討とあわせて，本節では，財政委員

会や計画委員会を通ずる財政移転の制度化にもか

z8 

かわらず，圏家財政に占める中央政府の比重，財

政権限上の中央政府の優位性は揺がなかったこと

を指摘した。むしろ裁量的移転における CS,

cssなどの事業を通じて中央政府による州権限
の蚕食が進んだこと，財政移転における貸付を通

じて州の中央に対する債務関係が維持されている

ことなどが，対象期聞における州財政の「中央集

権化」の具体的内容であることを示した。

しかし現実には，こうした中央・州関係はそれ

らの聞におおきな経済水準の格差をもっ25の〈対

象期間中は22〕州それぞれと中央政府との関係によ

って成りたっているのである。

中央から州への財政移転を，州聞の経済格差，

財政構造の特徴との関連で，より具体的に検討す

るのが次節の課題である。 （続く〕

（注1〕 GGl論文／GG4鈴文／Gulati編，前掲

審など参照。

（注2) すでに第2次財政委員会（1956年〕から，

このような問題が検討されているが，本格的な検討と

具体的な勧告がなされたのは，第6次委員会（73年〉

が最初であった（RFC6の第XVII章参照〕。以後の財政

要員会の検討手法は，この章での分析にきわめて多〈

を負っている。 RFC7, 106ページ／RFCB, 97ペー

ジなど参照。

〈注3) この点を次の報告書は強〈批判している。

Administrative Reforms Commission, Report of 

the Study Team on Centre-State Relationships，第

1巻，デリー， Managerof Publications, 1968年，

第VIIl章，“TheCentrally Sponsored Sector，” 121 

-130ページ重量照。 CS,CSSについてはさらに後述

する。

（注4) 連邦税の分与については，他の研究者はよ

り批判的で為る。たとえば， Bhargava,P. K., Centre-

State Res，側 rceTransfers 勿 India，グルガオン，

Academic Press, 1982年／Bhargava,P. K., "Trans-

fers from the Center to the States in India，” A-

sian Survey，第24巻第6号， 1984年6月， 665～687ペ

ージ／Gaur,Achal Kumar, Centre-State Financial 

Relations and Finance白mmissions, アヲノリミー



ド， ChughPublications, 1985年， など参照。現実

には第N鰐で検討するように，連邦税の汁I間分配の方

式は，低所得刈に傾斜的に厚くする方法がとられ始め

ている。

（注5〕 中央・州財政関係への関心のひとつの方向

は， 19印年代までは，言十蘭規模の拡大に伴う，財政委

員会に対する計商委員会の優位とその是正，両機関の

協力統合などの問題にあった（浜栂前掲論文 56～

66ページ〉。

(i注6) 課税下限所得額のひきあげ，特定の郵便貯

金の所得控除，さらに分与の対象とならない付加税

(surcharge）の引上げなどがその原因であるとされ

る。法人税が分与の対象からはずされた（憲法第270

条第（4）項の a）のは1959年のことである。 1984/85年

度の分与後の中央政府の個人所得税，向付加税，法人

所得税収入はそれぞれ， 69憶6000万ノレピー（分与前で

141憶9000万ノレピー〕， 50億9000万ルピー， 255億6伺O

万ノレピーで為る。 Economic Research Division, 

Birla Institute of Scientific Research, Centre-

State Relations in India，ニューデリー， Abhinav

Publications, 1979年， 74～79ページも参照。

この点についてのイ γVの野党による批判を知る文

書は， Ray,J. K. ; H. Sato, Centre-State Financial 

Relations in I耳dia:AFocus on West Bengal, JRP 

Series No. 61, 東京， Institute of Developing 

Economies, 1987年， AppendixI, II参照。

（注7) Rao, Hemlata，“Are States Getting 

Their Due Share of Income Tax Proceeds？” 

Economic and Political Weekly, 第20巻第48号，

1985年11月30日， 2129～2132ページ。

（注8〕 Ray; Sato，前掲書， 90～91ページ／Mi-

tra, Ashok，“Resource Mobilisation and Devolu-

tion，＇’ Social Scientist，第13巻第12号， 1985年12月，

8ページ。

（注9) Administrative Reforms Commission, 

前掲書，第vn重量。とくに108ページに「ガドギル方式J
以前の計画財源の移転のあり方が批判さている。 Ka-

mat, A_ R.編， SelectedWritings and Speeches of 

Prψssor D. R. Gadgil on Planning and Deve-
lopment (1967 19'11），プーナ， GokhaleInstitute of 

Politics and Economics, 1973年， には，「ガドギル

方式」導入前後のガドキソレ自身の見解が示されてい

る。たとえば289～291,335～346ページ参照。また Mi-

tra, Asok，“Diagnosing Destabilisation Theory，” 

イγ ド財政における中央・州関係CI)

Mainstream，第24巻第36号， 1987年5月23日， 6,36 

ページは「ガrギル方式」導入の政治的背景を示唆し
ている。

（注10) Administrative Reforms Commission, 

前掲書， llO～ll2ページ。

（注ll) Kamat編，前掲帯参照。

（注12〕 たとえば1985年の国家開発評議会での各州

首相の発言。 IndianExpress, 1985年11月9日， 10

日参照。

（注13〕 皐舷・水害などの自然災害については，現

在では言十闇財源の先払いとして扱われてレる（後述部

分参照）。

（注14) 世銀のインド州財政の研究として，以下の

文献が参考になる。追加補助財源については，第2巻

の“Introduction”参照。 Wallich,Christine, State 

Finances in India, Volume 1, Revenue Sharing, 

World Bank Sta妊WorkingPapers No. 523, ワシ

ントン D.C., International Bank for Reconstruc-

tion and Development (IBRD), 1982年／同， State

Finances in India, Volume 2, Studies in State Fi-

nances, World Bank Staff Working Papers No. 

523, ワシント Y D. C., IBRD, 1982年／Chelliah,

Raja J.; Narain Sinha, State Finances in India, 

Volume 3，蹄・asunmientof Tax Effort of State 

Guuernments, 19'13-1976, World Bank Staff Work-

ing Papers No. 523, ワシ γ トン D.C., IBRD, 

1982年。

（注15) GG4論文， 1996ページ。

（注16) RFC6, 86ページ。

（注17) CS, CSSは，中央政府においては予算書

の一部である，“Plan-BudgetLink＇’という文書によ

って見ることができる。州レベルでは，たとえば西ベ

γガノリHの場合，やはり予算書とともに作成される次

のような文書によってその内容を知ることができる。

Government of West Bengal, Finance Depart-

ment, Statement Showing the Progress of D氏,elop-

ment Schemes間 derFψh Five-Year Plan and 

Annual Plan for 19'18-79 Includi担g Centrally-

Spo珂soredScル隅es,Central Sector Schemes and 

C側 mittedEx伊 iditureon State Plan, Centrally 

Sponsored and Central Sector Schemes Com〆eted
during the Fourth Five-Y印 rPlan Period (1969 

-74), Adopted in the R白1isedEstimate for 1977 

-78 and Budget Estimate for 1978-79, カノレカツ

19 



タ， Superintendent, Government Printing, 1978 

年。

（注18〕 本節の（注3）参照。また GG3論文は1978

/79年度について，経済活動支出分野ごとに中央と州

の支出比率を詳細に論じたものである。

（注19) 以下の論文による css批判参照。 Raj,
K. N.，“Kerala’s Problems in the National Con・ 

text，” 1'1ainstream，第23巻第46号， 1985年7月13日，

11～14, 34ページ／Paranjape, H. K.，“A Note on 

Centre-State Relations，”品1ainstream，第24巻第19

号， 1986年 l月11日， 5～8,32ページ。

（注20〕未見であるが，“Reportof the Expert 

Committee to Examine the Role of Centrally 

Sponsored Schemes in the Seventh Plan＇’（Chair-

man, K. Ramamurti), 1984年。 cssの扱いにつ
いては，その後もなお方針が協議中である。 Iπdian

Express, 1987年8月5日っ

（注21) 1987年には，州への貸付部分は4分の3と

された。 Commerce, 第155巻第3985号， 1987年10月3

～9日， 32ぺージ。
（注22〕 RFCB,103ベータ。

（、注23〕 RFC6, 63～66ページ。

（注24) 向上書 64ページには，財政餐員会と計画

委員会が中央の財源を公正かつ合理的な基礎のもとに

分配しようと努力している時に，中央の補助する臨時

の救援費が多額にのぼるのは，まさにその努力を無に

するものだと述べられている。

(i注25〕 RFC7,46～54ページ。

t注26) RFCB, 73ページ。
（注27〕 それぞれの事業の補助金率などを示す文献

は入手しえなかったが，本節（注17）で示した，西ベソ

ガノレ州の文書によれば，第5次計画における外i計画，

css, csに対する中央，州の支出は以下のようにな
っている。

（単位：億fレピー〉

｜川の支出批判 l 中央3許1!1l~｝'l:付
州計画 I 137. 2〔76.0) I 39. 3(24. 0〕
css ! 9. 9(49. 5) I LO. L〔50.5) 
cs I 3. sc5o. 7) I 3. 1〔49.3) 

つまり州政府は， CS,CSSに関しては，中央からの

移転とほぼ同額の支出を行なっているのである。

（注28) Kamat編，前掲語I,338ページ。
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（注29) 第6次財政委員会の時点までの，州の中央

に対する債務の問題については，次の文献を参照。

Thimmaiah, G., Bu1喰 R of Union L仰 nson the 

States，パγガローノレ，Instituteof Social and Eco-

nomic Change, ニューデリー， Sterling Publish・ 

ers, 1977年。その他 AdministrativeReforms Co・ 

mmission，前掲書，第E章／Grewal,B. S., Centre・ 

State Financial R.elations in India，パティ 7ーラー，

Punjabi University, 1975年の第6章など。

（注30〕 本節（注2）参照。「非計薗資本収支ギャァ

プ」とLづ問題領域として扱われる。

（注31〕 本稿の対象期では1972/73年度，78/79年度，

82/83年度に中央政府の特別貸付が実行されている。

〈注32) 財政委員会は一貫してこのような立場をと

っている。 RFC6, 87ページ／RFC7,114ページ／

RFCB, 101ページ。

（注33) 向上。

（注34) Grewal，前掲書， 178ページでは，中央政

府が1950年代半ばからそのような立場に立っているこ

とが指摘されている。

（注35) 1960年代までの州の当座貸越問題は Gre・

wal，前掲書の第6章および Thimmaiah，前掲書の

209～210ページにおける制度上の説明など参照。ガド

ギルは1964～65年頃から問題となった左指摘する

(Kamat編，前掲書， 343ページ〉。

中央政府によるこの問題の扱い方は．変化している

が，次第に州政府に対し厳しくなってレる。 RBIB,

1972年9月， 78年9月， 79年9月， 85年11月，など参

照。イン γ準備銀行は，当座貸越の原因が，（1）年次計

画作成時の収支ギャップ計算の誤り，（2）財源見通しの

過大評価，（3）州の増収計画の不履行，（4）非計画支出の

増大にあるとしている （RBIB,1979年9月， 617～

618ページ〉。

（注36）深沢前掲論文 75～76ベージ。

（注37) Administrative Reforms Commission, 

前掲書， 50ページは中央政府が州政府に貸付を行なう

こと自体に批判的である。

（注38) 同よ書 46ページ／Grewal，前掲書， 179・

ページ。財政委員会は，非計画資本収支ギャ yプを提

言十するにあたって，州政府による投資的支出の収益性

等の基準を案出している。

(7,; 7経済研究所地域研究部）


